
官民協力体制によるコンテンツ制作・流通の実証実験の推進

ブロードバンド化、放送のデジタル化等、高度な

情報通信インフラの整備が進展する中で、その利活

用促進が課題となっている。そのためには、良質な

ネットワーク・コンテンツを増大させ、インフラ整

備とコンテンツ充実の好循環を創出していくことが

必要である。総務省では、官民協力体制による実証

実験等を推進することにより、コンテンツ制作・流

通の促進に向けた市場環境整備に取り組んでいる。

1 ブロードバンド・コンテンツの制作・流通の促進

平成14年度から、官民協力の下、放送コンテンツ

や教育用コンテンツといったブロードバンド・コン

テンツの制作・流通を促進するための市場環境整備

として、国際的な標準化作業へのフィードバックも

視野に入れつつ、次の3つの実証実験プロジェクトを

推進している（図表①）。

（1）著作権等のクリアランスの仕組みの開発・実証

放送コンテンツ等のブロードバンド・コンテンツ

を権利者と利用者との間で安全かつ確実に取引する

市場環境の整備に向けて、放送事業者、番組制作事

業者、権利者等と協力し、メタデータを円滑に交換

する機能や市場機能を備えた権利処理システムの開

発・実証を推進している。

（2）ブロードバンド・コンテンツの流通技術の開

発・実証

放送コンテンツ等のブロードバンド・コンテンツ

が高速ネットワーク上で消費者に流通する環境を提

示するため、放送事業者、電気通信事業者、メーカ

等と協力し、メタデータを活用した高度なコンテン

ツの流通技術、光ネットワーク上における配信技術、

高度なセキュリティ技術等に関するシステムの開

発・実証を推進している。

（3）教育用コンテンツ流通プラットフォームの開

発・実証（EduMart実証実験）

学校向けブロードバンドネットワークを活用し、

良質な教育用コンテンツを流通させるため、全国8地

域の自治体、教育委員会、教育ソフトウェア会社等

と協力して、セキュリティの確保、認証、課金、効

率的なネットワーク配信等の機能を提供するシステ

ムの開発・実証を推進している。なお、教育情報ナ

ショナルセンター（NICER）が提供する検索機能と

も連携するなど、文部科学省等とも協調しつつ推進

している。

2 アーカイブコンテンツのネットワーク利活用の

促進

現在、美術館・博物館等の様々な者が保有するコ

ンテンツのデジタル化を進めているが、これをネッ

トワーク上でより安全・円滑に活用するためには、

メタデータの互換性を確保すること等が必要である。
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権利者 放送局 

配信事業者 

利用申し込み 

利用実績報告 

申し込み 

利用実績報告 

権利情報の 

登録許諾 

・汎用的なメタデータ交換 
・簡便な権利処理＋契約 
・確実な権利保護 

著作権等クリアランスシステム 
の開発・実証 

権利情報の利用 

コンテンツの利用 

 放送事業者等 

配信システム 

 インターネット網 

高速アクセス網 高速無線アクセス網 高速アクセス網 高速アクセス網 

学校A

学校B

学校C

自治体の情報センター 

・横断検索の実現 
・セキュリティの確保 
・有料コンテンツを前提とした認証 

教育用コンテンツ配信システムの開発・実証 

教育ポータル 
事業者 
 

コンテンツ 
事業者 

地域イントラネット網 教育情報ナショナルセンター 

・同時大量アクセスに耐えられる
システム 

・安定した品質での配信 
・高度な双方向制御 

高度コンテンツ流通 
システムの開発・実証 

図表①　ブロードバンド・コンテンツの制作・流通の促進（概要）

インターネット上の魅力あるコンテンツの流通については、1-4-2（P103）参照



そこで、総務省と文化庁は、相互に連携を図りつ

つ、ブロードバンドを通じて国や地方の有形・無形

の文化遺産に関する情報を積極的に公開するととも

に、著作権等を保護しつつ利活用を促進することを

目的とする「文化遺産オンライン構想」を平成15年4

月に公表した。「文化遺産オンライン構想」では、①

我が国文化遺産のインターネット上での総覧の実現、

②文化遺産情報化戦略の策定、③文化遺産情報のブ

ロードバンド流通と利活用に向けた実証実験に取り

組むこととしている。

3 ブロードバンド時代を展望した番組制作体制の

公正性・透明性向上に向けた検討

ブロードバンド時代における放送番組に対する需

要の高まりを見据え、総務省では、経済的・産業的

な面だけでなく、放送が有する社会的・文化的な面

も含めて、総合的に制作体制の公正性・透明性を向

上させる方策を検討すること等を目的として、平成

14年10月から、放送事業者、番組制作事業者、学識

経験者等の参加を得て「ブロードバンド時代におけ

る放送番組制作に関する検討会」を開催している。

検討会では、平成14年12月に、放送事業者による番

組制作委託取引に係る自主基準の作成・公表、契約

見本の作成についての意見交換の実施等を内容とす

る合意を得ており、これを受け、平成15年3月に

NHK及び（社）日本民間放送連盟が自主基準等を作

成・公表している。

4 地域社会に根ざしたブロードバンド・コンテン

ツの制作・流通の促進に向けた検討

総務省では、平成14年12月から、地域社会に根ざ

したブロードバンド・コンテンツ制作・流通に関す

る先端的な取組の実態や諸課題を調査・検討し、そ

の潜在的ニーズを把握することで、地域での多様な

コンテンツ制作・配信の促進に資することを目的と

して、「地域メディアコンテンツ研究会」を開催して

いる。研究会では、平成15年6月に取りまとめを行う

予定である。

5 放送番組制作設備等のデジタル化支援

地上デジタル放送の早期普及を促進するため、こ

れに関連する放送番組制作設備等を対象に、放送事

業者や放送番組制作事業者に対する税制及び金融上

の支援措置を設けている。平成15年度税制改正等に

おいて対象設備の拡充を図るなど、事業者の投資負

担の一層の軽減を図ることとしている（図表②）（3-

3-2（1）（P242）参照）。

6 放送番組の保存のための研究開発

放送番組を収集・保存している番組ライブラリ（注）

をネットワークで結び、遠隔地から高速で検索・視

聴できるようにするシステムについて、平成11年度

から研究開発を実施している。

7 デジタル化・ネットワーク化に対応した放送事

業者の著作隣接権等の保護強化

放送事業者の著作隣接権については、ローマ条約

（1961年）により国際的保護が行われているところで

あるが、インターネット等の情報化の進展に対応し

た権利保護がなされるよう、WIPO（世界知的所有

権機関）著作権等常設委員会において新たな保護の

在り方について検討が進められており、総務省も文

化庁と協力してこの議論に積極的に参画している。
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・対象設備の取得価格に対する所得税について、15 ％の特別償却を適用 
 
・対象設備の取得価格に対する法人税について、15 ％の特別償却を適用 
 

デジタル番組制作設備 
・デジタル撮像装置 
・デジタル素材伝送装置 
・デジタル副調整設備 
・デジタル記録・再生装置 

国税 

財政投融資 ・放送設備 
・中継局設備 
・土地及び建物　等 

・日本政策投資銀行等による対象設備の取得のための低利融資 

措置内容（対象者） 対象設備 

図表②　放送番組制作事業者へのデジタル化支援（税制・金融上の特例措置）

（注）番組ライブラリとは、優良な放送番組等が収集・保存されたもので、現在は、放送法に定める指定法人である（財）放送番組センターが横
浜市において整備・運営している



約3,000校の小中高等学校を高速インターネットに接続
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2 人材の育成
（1）学校におけるインターネット普及の推進
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高度情報通信ネットワーク社会において児童生徒

が情報化に主体的に対応できる資質や能力を備える

ことは重要な課題であり、平成14年度には小中高等

学校を通じて各教科や新設された「総合的な学習」

の時間におけるコンピュータやインターネットの積

極的活用、中学校の技術・家庭科における必修の

「情報とコンピュータ」の授業が開始された。また、

平成15年度には、高等学校で必修の普通教科として

「情報」が新設された。学校教育における情報教育の

充実と合わせて、インターネットの利用環境の整備

も着実に進められている（2-6-1（P193）参照）。

総務省においても、教育分野におけるインターネ

ットの活用を促進するため、文部科学省と連携し、

平成11年度から「学校における複合アクセス網活用

型インターネットに関する研究」（学校インターネッ

ト1）を開始した。平成12年度からは「学校における

新たな高速アクセス網活用型インターネットに関す

る研究」（学校インターネット2）を、また、平成13

年度からは「学校インターネットの情報通信技術に

関する研究開発」（学校インターネット3）を行って

いる。これらの取組により、平成14年度までに全国

で約3,000校の小中高等学校を高速インターネットに

接続し、平成15年度までの予定で研究開発を実施し

ている（図表）。

インターネット 

平成11年度 

平成12年度 

平成13年度 

平成14年度 

平成15年度 

約1,100校 

約600校 

約1,500校 

 

平成12年度 

平成13年度 

平成14年度 

平成15年度 

 

平成13年度 

平成14年度 

平成15年度 

高速アクセス網 

学校インターネット1 
（平成10年度第3次補正） 

当
初
計
画
 

（
3
か
年
）
 

当
初
計
画
 

（
3
か
年
）
 

学校インターネット2 
（平成11年度第2次補正） 

学校インターネット3 
（平成12年度補正） 

地域イントラネット基盤 
整備事業による学校接続 
  約5,500校 

総務省施策 

研
究
開
発
期
間 

文部科学省 
施策 

学校における複合アクセ
ス網活用型インターネッ
トに関する研究開発 

12年度補正によるネット
ワークと一体として研究
開発を行うため既存ネッ
トワークを維持 

【対象地域】 
全国30地域    約1,100校 

【対象地域】 
全国25地域     約600校 

【対象地域】 
全国64地域    約1,500校 

学校における新たな高速ア
クセス網活用型インターネ
ットに関する研究開発 

学校インターネットの情
報通信技術に関する研究
開発 

先進的教育ネットワーク
を活用した教育方法に関
する研究開発 

マルチメディア学校間連
携推進に関する研究開発 

次世代ITを活用した未来
型教育研究開発事業等 

全
国
四
万
校
の
う
ち
、
約
九
千
校
を 

高
速
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続 

図表　学校インターネット施策の概要



情報通信社会は急速に進展し、着実に国民生活の

身近なものとなりつつある。その一方で、これまで

パソコン等の機器、インターネット等になじみがな

かった世代もあり、国民すべてが社会の急激な変化

に対応するためにも、情報通信技術の基礎技能を、

等しくまた早期に普及することが求められている。

自治省（現総務省）では、国民がIT講習を受ける

機会を飛躍的に拡大させ、IT基礎技能（パソコンの

基本操作、文章の作成、インターネットの利用及び

電子メールの送受信等）の可能なかぎり早期の普及

を図る観点から、地方公共団体が、地域の実情に応

じて、学校、公民館、図書館、地方公共団体の庁舎

及び施設、その他民間の施設等を利用して行うIT基

礎技能講習の開催を支援することとし、平成12年度

からIT講習推進特例交付金事業を行ってきた。この

交付金事業により平成14年末までに約520万人がIT講

習会を受講した（図表①）。

また、総務省では、今後の国民へのITに触れる機

会の提供の在り方について検討を行い、幅広く地域

住民と交流を持つような地域ITリーダーを継続的に

設置するとともに、IT基礎技能住民サポートセンタ

ーの整備等とともに引き続き国民の情報リテラシー

の向上を推進することとした。（図表②）。

具体的には、地方単独事業として行われる①IT基

礎技能講習事業の推進経費、②地域ITリーダー育

成・確保事業の推進経費、③IT基礎技能住民サポー

トセンター運営経費に対する財政措置を行った。

第６節　コンテンツ流通の促進及び人材の育成

IT学習機会の提供による国民の情報リテラシーの向上

2 人材の育成
（2）国民の情報リテラシー向上に向けた取組
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実施年度 

平成12年度 

合計 

平成13年度 
（うち遅延に基づく14年度実施事業） 

開設講座数 

6,109

317,991 
36,236

324,100 

115,369

6,723,545 
629,950

6,838,914

109,372

5,089,619 
535,103

5,198,991

募集定員（人） 受講者数（人） 

（　　　） （  　　　） （  　　　） 

図表①　IT講習推進特例交付金事業の受講者数

インターネット等の利用において、 

○トラブルが生じたときの対応が分か
らない場合 
　　 
・IT講習を受けたが、自宅のパソコンの
操作方法が異なっていた 
・ソフトの新バージョンを組み込んだ
ら、作動しなくなった 
・突然画面が動かなくなって、電源を入
れ直しても復旧しなかった　　　等 
 
○アプリケーション等の情報が欲しい 

　等、住民の基礎的ニーズ 

・地域住民のIT実践において
生じた「ヘルプ」に対するサ
ポート 
・個々の地域住民が習得した
リテラシーを活用するため
の相談窓口 
　　　　　　　　　等 

図書館等社会教育施 
設、郵便局、庁舎など 
を活用 

・　地域IT リーダー育成・確保事業に対する地方 
　　財政措置 
・　「緊急地域雇用創出特別交付金」の活用　　　　 

（平成13年度～16年度） 

IT基礎技能住民サポートセンター 
住民 

ヘルプデスク機能 IT講習等の実施 

サポート 

ニーズ 

国 

図表②　地域ITリーダー確保活用事業（イメージ）



高度IT人材育成センター開設支援事業を導入
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（3）専門技術者の育成
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情報通信分野は、高度な技術力により急速に発展

している分野であり、情報通信を活用して既存産業

の国際競争力を維持・強化していくためには、高度

なIT技術者、研究者が不可欠である。しかし、現状

では、このような高度な技術力を有する人材は、

質・量とも社会のニーズに必ずしも合致していると

はいえない状況である。e-Japan重点計画-2002におい

ても、大きな柱の一つである「教育及び学習の振興

並びに人材の育成」の目標の一つとして、2005年ま

でに米国水準を上回る高度なIT技術者・研究者を確

保するとされている。

そこで、総務省では、平成13年度から、急速に高

度化が進む情報通信分野の専門的な知識及び技能を

有する人材を育成し、IT人的資源大国となることに

貢献することを目的として、「情報通信人材研修支援

制度」を導入した（図表）。同制度では、情報通信人

材研修事業を実施する第三セクター及び公益法人を

対象に、当該事業に必要な経費の一部を助成（助成

率2分の1）するもので、平成13年度は25件を採択し

た。平成14年度には、障害者を対象として情報通信人

材研修事業を実施するNPO法人及び社会福祉法人を

助成対象とするなどの拡充措置を講じ、152件を採択

した。

また、平成14年度補正予算では、最先端の情報通

信技術を有する人材を育成する高度情報通信人材育

成施設を開設しようとする第三セクター、公益法人

及びNPO法人に対して、必要な経費を一部を補助す

る「高度IT人材育成センター開設支援事業」を導入

した。

国（総務省） 

民間団体 

補助金 

＜情報通信人材研修事業＞ 

情報通信分野の専門的、技術的知識・ 

技能の向上 

助成対象 

設備整備費、講師謝金、 

教材費、電気代・回線 

使用料、機器借上料、 

人件費、雑役務費　等 

 

情報通信人材研修事業実施者 
 

①第三セクター及び公益法人 
（沖縄県においてはNPO法人を含む） 
②障害者を対象として情報通信人材研
修事業を実施する NPO法人及び社
会福祉法人 

通信・放送事業者、一般事業者等（電
気通信システムの設計、運用等を行
う者、放送番組制作者　等） 

助成金（定率助成：助成率2分の 1（ただし、障害者を対象とする研修
の場合は3分の2））（1件当たり500万円の助成を上限。なお、ITビジ
ネスモデル地区に係る案件については上限1,000万円） 

図表　情報通信人材研修事業支援制度のイメージ図


